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概要

　科学研究は、今日、国によっては国内システムを包摂し多くのイノベーションの源で

ある英語表記の学術誌によって結ばれたグローバルな科学システムを基盤にして組織さ

れている。成果を適切に出すためには、各国の研究機関はこのグローバルなシステムに

接近し、常に関わり、そして貢献つづけていなければならない。ある国における科学と

技術はもはや戦略的には単なる選択肢ではなく必須の条件である。ロシアの科学研究は

システム全体と大学規模において、出版点数や引用件数、国際的共同研究の割合が低い

特徴をもっている。年度ごとの発表論文総数は減り続けている。英語で発表された科学

研究の点数に基づく世界の大学トップ750校にランクインしているのはロモノーソフ記

念モスクワ国立大学LMSUだけである。1995年から2012年の間で国際的な共同研究論文

の点数は世界全体で168％の増加を示しているが、ロシアでは35％のみである。国際的な

結びつきに閉ざされている状況はソビエト期の遺産である。ロシアにおける状況は中国

や東アジアの国々のような力強く国際化に邁進している国が見せている科学研究のすさ

まじい成長の状況とは対照的である。本稿では、東アジアの科学研究の軌跡を検討して

いるが、ロシアが東アジアの国々の科学研究やあるいは政治文化を取り入れることがで

きないにしても、力強い国際化政策を取り入れることによって、国内の科学研究の変容

に弾みをつけることはできるであろう。

キーワード：国際比較，研究体制，グローバルサイエンス，ロシア，東アジア

はじめに
　1990年代初めにおけるインターネットの出現は、大学における科学研究に大きな変

化を引き起こした（Peters,Marginson and Murphy,2009）。最近の20年間において、グ

ローバル・サイエンスと呼ぶことのできるものの著しい発展がみられるのである。ここ

でグローバル・サイエンスとは世界規模で刊行されている英語表記の学術誌や共同研究

のネットワーク、学際的プロジェクト、研究者の移動性の高まり、Thonpson-Reuterや

Elsevirによってそれぞれ運営されている出版・引用測定を中心に置いた大規模なデータ・

リポジトリ―と研究機関や国家システムの研究ランキングによって結ばれたアクセス性

の良いひとまとまりの研究システムのかたちで組織されているものである。国家の研究
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システムは引き続き存在し、世界的にみてますます活発な研究の場となっているが、同

時にそれらのシステムは、グローバルなサイエンス・システムに部分的に組み込まれて

いるのである。また、政策集団においては、研究開発への投資を強調する動きや、一部

の国では「世界水準の大学」（Altbach and Salmi,2011）づくり、産業イノベーションを

強化するためのプログラムづくりといったことを強調する動きが目立つようになってき

ている。今日では、諸国家は「グローバル競争国家」として研究開発および大学での研

究政策を追及している（Cerny,1997）。諸国家は、ローカル/ナショナル・レベルとグロー

バル/リージョナル・レベルをグローバル競争に焦点を充てつつ常に意識し、軍事技術

やエネルギー資源に関して行ってきたのとまったく同じように、競争相手が何をしてい

るかに注目しつつ、戦略や計画を検討しているのである（Bayly,2004）。戦略的に各国は

同じ方向を目指しており、互いに真似し合い、慎重なコングロマリットのように市場で

の取り分を増やすために策略を弄しているのである。時には、優越性を確保するために

自らを差異化しようとイノベーションを行うのである。現実がどうあれ、科学技術にお

ける国家の能力は、今日では、経済的成長と繁栄の主要な要因とみなされており、実際、

現代性の基礎そのものとみられているのである。

　本論は、この共通の状況に対する異なる二つの反応を比較し、その違いの理由を明ら

かにしようとするものである。すなわち、最近の20年間のロシアにおける国家的歴史的

背景とその研究機関および大学、そして東アジアおよびシンガポール（主に中国である

がそれ以外も含めて）の国家的歴史的背景と大学システムを比較するものである。

　本稿において、「東アジア」とは、日本、韓国、香港、台湾、ベトナムといった北東ア

ジア地帯を指す。東アジアは、以下に論ずるように、歴史的、文化的根拠の分析におい

てシンガポールと一対のものとして扱われる。

　ロシアと中国は、科学と高等教育においてよく似たソビエト型構造をもって1990年代

を迎えた。1949年の中国革命後においては、ロシアの科学・技術は、中国のそれに比

べはるかに先進的なものであった。中国はソビエト・ロシアに比べ極めて貧しく、ソビ

エト的政策は常に長期的な生き残りの中心に科学・技術能力がある、というものであっ

た。1960年の中ソ分裂まで、ソビエトの援助とソビエト・モデルは中国の発展において

強力な役割を果たしていた。中国の高等教育と研究システムはソビエト型の強い影響下

にあった。ソビエト・モデルの下にあった中国では、科学研究はアカデミーに集中され、

大学は、わずかに総合大学を除いて、主に教育に力を注いでいた(Smolentseva, 2014; 

Hayhoe, Li, Lin and Zha, 2011)。このようなやり方への依存性は強固であったので、ソビ

エト的な遺産は中ソ分裂後も残存し、1990年代における中国の教育・科学革命まで続く

のである。ソビエト・モデルの面影は特定の省庁管轄下のある程度古い専門大学や中国

科学アカデミーなどが演じる役割の中においては生き残っている。

　しかしながら、この20年間で両国の生き方は本質的に異なるものとなっている。第一
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に両国はともに大学を総合的な教育/研究機関の方向に進め、専門的研究者の一部を独立

研究機関から高等教育へと移動させてきている。とはいえ、ロシアより中国においてこ

の過程ははるかに先に進められている。第二に、投資形態が根本的に異なってきている。

ロシアにおいてはソビエト時代の終焉によって、多くの研究機関の完全ないしは部分的

崩壊や大量の熟練研究者の流出が始まった。これは、中国が1990年代の中ごろに学術と

研究に大々的に投資を行い、アメリカ的規模で研究・開発セクターを立ち上げるとの決

定を行う直前のことであった。このような野心的な試みはソビエト・ロシアによってか

つて抱かれたことがあったが、しかし、防衛志向の軍事産業国家から主に資源そして財

政志向国家へと経済の流れをシフトしたポストソビエト期のロシアにとって重要性はよ

り低下しているように思われる。

　おそらく、ソビエト体制はいまだ下降の過程に在り、新しい世代のロシアの学術体制

はまだ見えてきていない。この20年間のロシアにおいては他の産業化諸国のほとんどす

べての国の研究体制とは異なり、学術的業績の出版点数が減り続けるとともに、学術関

係のインフラストラクチャーにおいてほとんど進歩が見られないのである。同時期の東

アジアとシンガポールにおいては、研究インフラと学術業績において急速で大規模な成

長が見られ、学術と大学の国際化まで着手されたのである。こうしたことは、日本で最

も早く、1960年代から1980年代にかけて行われている。学術のダイナミックな成長の波

が韓国、台湾、シンガポールに及んだのは1990年代であり、中国では最近の15年間である。

中国における学術・大学政策の成果は後に概観する。日本の研究の改善の動きは、学術

論文数や引用率、大学の格付けといった点においてもはや停滞しているが、その他の東

アジア諸国は上記3点すべてについて上昇傾向に陰りを見せることなく引き続き速い歩

みで改善を続けている。

　国家の役割と特質は、東アジアとシンガポールにおいてダイナミックな発展の鍵で

あった。これら諸国の体制は、中国文明における共通の文化的基盤を共有しており

(Holcombe, 2011, pp. 1-10)、伝統的に中華Sinicと名付けられているものである。一党独裁

制であれ民主制であれ中国文明によって形づくられた国々は、現代において共通の国家

モードを共有し、学術と大学について類似の政策を追及している。国家的伝統は、様々

な英語圏の国や西欧諸国、ロシアなどの国家的伝統と異なっている。これら地域的な政

治文化の違いは、例えば、中国からロシアへの科学政策の移転の可能性を閉ざしている。

とはいえ、おそらく、東アジアから学ぶべき教訓はまだあるであろう。

グローバルな発展
　インターネット以前の時代において、科学はグローバルな対話を行うなにものかで

あった。しかし、それはまずもって国家システムの中で組織されていた。グローバルな

科学・技術システムが今日ではあらゆる国家システムを―巨大なアメリカ・システムで
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さえも―覆っている。国家は世界をけん引する役割を演じ続け、グローバル・サイエン

スのルールの多くを定めている一方で―世界的な学術誌はほとんどアメリカで編集され

ている―、アメリカ以外の多くの国々がその力を強めているように多極性も成長しつつ

あるのである。アメリカで産出されている科学の全体に対する比率が低下しつつあり

(NSF, 2014)、この止めようのない傾向はアメリカ圏で関心を集めている。しかし、問題

は科学が単一の巨大な開放的システムだということである。特に戦略的な軍事や産業用

の技術に関連して秘密地帯が存在しているが、国家や企業にとって強力かつ有用な戦略

的知識の大部分は開かれた場にあり、世界中に自由に流通している。このことは現代に

おける大きな変化であり、新しい戦略や行動の必要性を呼び起こしている。

　この世界科学システムの特色は、メジャーな専門分野の学術雑誌の形態と投稿自由の

回覧誌やアイデア、データのどの形態も含めて英語表記によるウェブベースのグローバ

表１：2011年、科学論文千点以上産出国

＊は1997年以降論文数千点以上になった国々。　　　　　　　　　　　　　　出典はNSF.2014。
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ルな出版が爆発的に成長したこと、研究活動が活発な国の数が増加し続け、国際的な共

同研究や共同著作の著しい増加がみられること、グローバルな英語表記による科学文

献中の引用件数の3分の2が国際的であること（すなわち、引用している著者の属する

国とは異なる国で著作された文献が引用されているということ）、ヨーロッパ研究圏the 

European Research Areaのような補助金事業による共同研究が中心的役割を演じてい

ることである。1995年から2012年までの期間でThomson-ISI Web of Knowledgeでの学

術雑誌掲載論文数は47％増えたが、2か国以上にわたる著者たちによる論文数は168％も

増加している。1995年から2012年までの期間で年間千点以上の学術雑誌掲載論文数―す

なわち国家の研究能力の代用測度となるが―を示した国の数は37から51か国に増加した

（NSF,2014）。表1は、2011年の国別掲載論文数である。1995年以後、科学国家の仲間入

りを果たした国として、クロアチア、セルビア、スロベニア、チリ、マレーシア、タイ、

イラン、チュニジアがあげられる。学術雑誌掲載論文点数はイランにおいて他の国より

増加速度が速く、1995年から2011年の間で年間25.2％の増加率を示している（NSF,2014）。

研究分野で強まる強調点は、「世界クラスの大学（WCUs）」に到達するために広範に展

開された国家政策に結びつくものである。すなわち、研究ランキングで世界のトップ

100、200、500にリストアップされる高等教育機関の数を増やし、あるいは、すでにラ

ンクインしている大学の順位をあげることに結びつくものである。2013年にロシアの大

統領は、2020年までにグローバル・トップ100にロシアの5大学が入るべきとの声明を発

表した。政府の資金がこのゴールを目指して選ばれた15大学の発展のために配分された

（Vorotnikov,2013) 。このような世界クラス大学WCU事業はドイツ、フランス、中国、日本、

韓国、ベトナムにも存在している（Salmi,2009）。

　科学は、もはや英語圏や西欧、ロシア、日本の領域ではない。それは、中位所得の躍

進国家のビジネスの一部になっている。きれいな水や安定した統治、グローバル環境で

生き抜くことのできる金融セクターが必要なように、国家にとって自らの科学的インフ

ラが不可欠のように思われる。技術や産業の発展におけるイノベーションの大半は、ア

メリカにおけるイノベーションの例外はありうるものの、自国由来とは反対の国外に部

分的かないしは全面的に由来するものとなっているのが今日のありようである。（この

ことは科学的知識の公表パターンから直接導き出されることであり、アメリカを除いて、

高頻度で引用される科学論文をわずかな程度以上に刊行する国はないし、基礎科学は今

日では世界的な学術雑誌以外で生み出されることはほとんどない（NSF,2014)。)　した

がって、国家は統一的な世界科学システムの効果的な参加者であることが求められるし、

科学活動の動向に十分関与していなければならないのである。それゆえ、そうなるため

には、研究成果を投稿し、科学システムのパートナーとならなければならない。翻って、

研究産出者となるためには、諸国家は自前の研究能力を持ち、少なくとも研究人材の幾

分かは養成しなければならない。そうしなければ、ひきつづき科学・技術上の依存的地



189

位に居続けることになる。

　以上の点は、いくら強調してもしすぎることはない。その始まりが古かろうと新しか

ろうと、国家と大学の科学研究の効率性は、今日、グローバルな観点から経営する能力

を持っているか否かにかかっている。国家と大学の科学研究がどの地域であれ、グロー

バルな科学システムの先端に位置し、その場所を拡大してゆくのである。誰でも自由に

誰かの知識を共通の保管場所から持ってくるのである。北朝鮮のように部分的にでもグ

ローバル・サイエンス・システムから離脱している国家は、ますます不利な状況に追い

込まれている。そのような国家が転落の道をたどるのは避けがたいことである。なぜな

ら、北朝鮮のような国家は研究活動がオープンでなく、自由な共同研究もないので、自

国以外から知識や最先端の専門的知識に十分アクセスすることがないからである。この

ような国家は、グローバル・システムへの自由な論文投稿をしないので、その国の研究

者たちはグローバルな知名度をもたず、萌芽的な新しい知識を展望させるような継続的

な交流や共同研究に基づく国際的関係を築くことができないからである。そのような国

家は、戦略的に重要な才能を他国から引き抜くこともできない。その国の最も優れた人

の多くは最先端での研究活動を自国以外の場所で行いたがっている。このような状況に

おいては、アメリカにおけるシステムのように、科学研究と人材の移動性がオープン

なシステムが発展するのである。中国、韓国、シンガポールのような強力な中央集権

制の国々がこのようなシステムを実現し、自国と他国のサイエンス・システムの間に幅

広い通路を作り出しているのである。うまくコントロールされた国際化は東アジアに

おける重要な戦略手段である(Wang, Wang and Liu, 2011: Postiglione, 2011; Yonezawa, 

Kitamura,Meerman and Kuroda, 2104)。

国家の重要性
　世界のどの国でも国家政策の目標は、資本主義産業におけるオートマティックな生産

ラインのイノベーションを進めていくことにある。とはいえ、研究と科学において、国

家はその領分を最終的には決して明け渡さない。研究者は、主として、市場の失敗に従

属する公共財であるからである。研究は国家による長期的な投資に依存している（この

ことは研究インフラを回収不能なほど高価なものにしている。すなわち、一人当たりの

年収が8000ドル以下の国々では、自国の科学システムの財政を支えることができないと

いうことであり、研究成果の国際比較研究からこのことは明らかである。NSF,2014）。

したがって、科学政策そして研究と研究基盤大学の組織形態は国家の政治文化に密接な

関係を有し、それゆえ、それらの形態は国家の伝統と変革により形成されるのである。

　新興国のシステムにおいては、国家の能力と重点の置き方は、インフラ構築や研究人

材への投資、研究が行われる官立の研究所や大学を組織することにとって極めて重要で

ある。一般的に言って、国家が不完全で弱く、腐敗し、一貫した政策をもっていない場
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合、大学の可能性は限られたものになる。重要な研究計画は、高価な設備・備品、材料

や熟練した人材を必要とするものであり、国家の在り方によっては実現することができ

ない。もし、自前の科学が確立すれば運命は変わる。研究職の教授や実務的決定を行う

所長、大学の管理職たちの独立した能力を育成することがますます重要になる。たとえ

ば、政府は学問分野における科学的創造性の方向を決定するにあたって強い立場にはな

い。専門的研究者だけが、それを行うことができ（Kerr,2001) 、したがって、国家は国

内的にも国際的にも研究上望ましい協力相手を決定する力をもたないのである。国家は、

一方においては研究機関同士の、そして他方においては都市と地方、専門職者と雇用労

働者の間の関係を最大費用対効果と効用が得られる研究となるように推進してゆく必要

がある。けれども、研究者の国家に対する依存は決してなくなるものではない。政府は、

資金提供において、特に基礎科学に対し、またしばしば営利関連産業のための研究補助

金においてさえも、決定的に重要な存在であり続ける（OECD,2013）また、政府は、し

ばしばその分を超えて研究内容の決定に介入することがある。多くの政府は制度的な幅

広い権限を使って、研究の方向性に影響力を行使する。また、政府は多くの分野におい

て詳細な補助金配分が専門研究者によって行われている場合でさえ、ある研究テーマに

関連するお気に入り学者を登用することもしばしばである。

　政治文化や国家の伝統は世界中で多様である。国家-科学関連の中心的観念である「自

律」や「アカデミック・フリーダム」は、多様なやり方で実践されている。研究者はみ

な干渉から自由に仕事をしたいと思っている。しかし、皆がみな、トップダウンの指揮

系統であれ自主的な（そして自己検閲的な）統制システムであれ、慣習的な実践を続け、

それ自身人間的な働きを続ける組織的、社会的な文脈の中に埋め込まれているのである。

科学的自由や創造性とは、全体的に普遍的な本質をもつものではない。そこには分割不

能な歴史・文化的な要素がある3。東アジアやシンガポールそれにロシアにおいてもそれ

ぞれインドやドイツ、フランス語圏、北欧諸国（北欧の大国であっても）、英語圏とは異

なる方法で、国家は密接な監督を行い続けている（先進的な研究大学に対してさえ）。こ

のような違いは、研究政策の成否を決めるものではない。明らかなことは、高い成果を

上げる研究システムを維持する方法は一つではないということである。アメリカ/イギリ

ス・モデルすなわちグローバル・ランキングとワールド・バンクによる発展計画や北欧

モデル、東アジアあるいはポスト儒教モデル（Marginson,2013）、それらはすべて特別な

環境の下において成功的な科学システムと結びつけられている。同様に、東アジア（中

華圏）は、先進的な科学大学を実現するに必要かつ十分な条件を備えているというのは

言い過ぎである。このことは、アジアであれ他のどこであれ同じことである。しかしな

がら、この種の国家は、正常な経済と文化的条件の下で科学の発展を促進するうえにお

いては効果的条件をもっているのである。
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表２：PIS A2012の数学の成績―PISA2012東アジア、シンガポール、ロシアその他諸国―

出典：OECD,2014
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ロシアにおける科学研究
　ロシアの現在の研究・開発投資はGDP比でみると国際的基準に照らして低く、ソビエ

ト期の研究・開発費よりも低率である。そして、絶対額でみてもソビエト期のピーク時

より低いといえそうである。図1は、ロシアが2012年の研究・開発費総額において世界第

10位であることを示している。2000年から2012年にかけて財政額は2倍になっているが、

もともと基準となる額が低い。ロシアの2012年の投資額はアメリカ合衆国の6.1％、中
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出典：Leiden University,2014.



193

国の11.4％、そして人口でロシアの3分の1に過ぎない韓国の半分にも満たないのである

(UNESCO, 2014)。

　図3 5は、2012年(あるいは近接年)に研究開発に充てられた資金の対GDP比を示したも

のである。それは地方を基盤にした国内システムを連結したものである。ロシアの研究・

開発投資額は2012年においてGDP比1.12％であったが、インドを除いてトップ10か国の

研究・開発費の中で最も低い水準にある。ロシアの研究投資額は南アフリカより高いが、

ブラジルより低く中国よりかなり低い。しかしながら、ロシアを、今日漸く高度資本主

義体制を発達させつつあるブリックスBRICS 諸国と比べるよりは、英語圏の国々やロシ

アのように高度な研究の長い歴史を有する東ヨーロッパの国々と比較すべきであろう。

図1と3において目立つ国々はアメリカ、すなわち抜きんでた力を研究・開発においても

つ国であり、さらに小粒ながら、対GDP投資額の高い比率をもつ知識集約的なスカンジ

ナビアやスイスなどのヨーロッパ諸国、そして東アジアやシンガポールのような躍進し

つつあるサイエンス・パワー諸国である。

　グローバルに公刊されている科学研究において、ロシアの国際的位置は相対的な研究

開発投資に比べて低位にある。ロシアは2012年の投資額において10位にあるが、2011

年の科学論文産出点数において15位であった。ロシアの2011年公刊科学論文産出点数

はアメリカの6.6％、中国の15.8％である。図2に見るように科学論文の産出点数は2001

年の15,658から2011年の14,151に低下している。日本（年1.7％）やスウェーデン（年

0.6％）とともにロシアはトップ20位の国の中で論文数の低下している3か国のうちの一

つなのである。世界水準でみると、論文数において平均年間成長率は2.8％（NSF,2014)
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である。ロシアの研究成果の落ち込みは、ソビエトの研究システムの老朽化の進行や総

合型の研究大学の立ち上げの遅さ、システム全体の国際化の遅れのせいに帰することが

できる。ロシアにおける公刊科学論文に現れている科学研究の勢いは研究投下資金に

比して低い。その理由の一部は、ロシアにおける研究の多くが、アカデミーや大学以

外の研究所そして地方の産業やエネルギー、工業、軍事部門の役に立っている専門大

学（Scimago,2014)において行われているからである。論文の多くは専門の研究機関や大

学で英語ではなくロシア語で書かれており、グローバルな科学データの中に登場するこ

とがなく、世界規模の知識の交流の中に参入することもない。しかしながら、理想的に

いえば、研究者は一つの言語で書くよりは自国語でも国際語でも書き、論文や討論を自

由かつ活発に行えた方がよいのである。ここにおける問題は研究成果を英語で表記した

ものがないということではない。部門別に活動しているロシアの科学体制のグローバル

に関わるその関わり方の弱さのゆえに、圧倒的に巨大な新しい科学的アイデアをもつグ

ローバルに共有される知識のプールにアクセスできないということなのだ。すでに述べ

たように、1995年から2012年の間で世界で発表された国境を越えた共同研究による論文

点数は、論文点数全体の増加より著しく168％増加している。中国、韓国、シンガポー

ルなど国によっては共同研究論文の数は8から12倍にも増えている。ロシアにおいては、

共同研究論文の点数のこの17年間における増加はわずか35％であり（NSF,2014)、ロシア

がソビエト期以降ほとんど科学体制を外に開いてこなかったことが見て取れる。さらに

言えば、グローバル化が急激に進展する現代において共同研究を成長させることができ

なかったがゆえに、政治体制や外交政策の如何に関わりなく、ロシアの科学システムは

世界の流れに大きく遅れをとり、ロシア以外の研究先進国から大きく出遅れてしまった

のである。ソビエト的な政策は「一国科学技術主義」6であり、ロシア人研究者と外国人

研究者の接触は望ましくない（Smolentseva,2014)、というものであった。外国の有用な

研究はロシア語に翻訳され、閉ざされた国家科学システムに供給されたのである。重要

機密事項の流出を避け、研究者をロシア国内にとどめておくために研究が外に漏れるこ

とはほとんどなかった（Marginson,2010-2013)。この時期の閉鎖性という遺産がグロー

バル化への目覚めや行動を遅らせ続けているのだ。グローバル化するということは、国

家的なアイデンティティやその政策を明確に維持しつつも、障壁を低くし、地方/中央・

国家/グローバルのそれぞれの次元を自由に移動することが必要だということなのであ

る（Marginson,2011b）。ロシアの科学システムはこれらの性質を十分に育成することな

く、その代わりにグローバル化した世界の中で逆行する道を求める多くの人々を育てて

しまったのだ。ロシアの科学と技術は、諸表に見るようにロシアの先を行く国々のどこ

よりも国際化されていないのである。地域別・部門別の研究問題に焦点をあてることは、

共同研究というよりもグローバルに研究活動を行うことに対して正反対の立場にあるよ

うに思われる（Marginson,2010-2013)。要するに、グローバルな科学システムと国家的な
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科学システムの間にはきわめて多様で微細な結びつきが存在しているのだ。おそらく、

多くの分野で、危機的問題を抱える国家を表す適切な表現は「孤立」であろう。

ロシアにおける個別研究機関
　比較的な意味で、ロシアの研究大学や科学アカデミー、さらに非総合型の研究機関が

どうしたら成果を上げられるかという問題を取り上げてみよう。この問いに答える一つ

の道は科学論文と検索データを子細に検討することである。最も有用なデータ・セット

は、Thomson-Reuters Web of Knowledgeに基づくライデン大学のものや、Elsevierの

Scopusデータ・セットに基づくSimagoのものである。ライデン大学のランキングは、引

用率に基づいてグローバルな学術雑誌全体の測定値たとえば論文ごとの引用数、当該研

究分野のトップ10パーセントの公刊論文率を大学ごとに提供している。ライデン大学ラ

ンキングは論文点数でトップ750大学を明らかにしている。ロシアの大学で唯一このリス

トに入っているものはロモノーソフ記念モスクワ大学LMSUだけであり、論文点数に基

づく順位は全体の305位である。ライデン大学の調査によれば、モスクワ大学は2009年か

ら2012年の期間で2,888点の論文を産出している。これに対し、ハーバード大学は29,693点、

マサチューセツ于工科大学MITは9,149点、非英語圏の国ではトップ大学である東京大学

は14,399点である。引用率に基づく当該分野トップ10パーセントに入っているモスクワ

大学の論文は4.8％である。引用率では750大学中697位であり、高引用率論文は138点で

ある。分野別では生命科学29点、数学およびコンピュータ・サイエンスと情報技術15点、

地球及び環境科学11点、医学6点、認知科学ないしは行動科学ではゼロであった（Leiden 

University, 2014)。

　表4は、モスクワ大学の研究産出をグローバルなサイエンス・システムの中でより詳細

にロシア以外のいくつかの先進的大学と比較したものである。すなわち、モスクワ大学

の全研究産出数をアメリカ、イギリス、ドイツ、中国、ブラジル、インド、南アフリカ

の先進的大学―モスクワ大学と同格の大学―と比べたものである。これらの大学は論文

数や引用率の点でその国のナンバー 1やナンバー 2の大学では必ずしもないが、国家的な

大学であったり、首都の大学であったり、科学・技術における先導的大学である点でモ

スクワ大学と同格であるという理由で選ばれたものである。BRICS諸国の中でロシア以

外の国においてはライデン大学のランキングに入る大学は他にもあるが、ロシアではモ

スクワ大学だけである。インドには引用率は比較的低いものの16校のランキング入り大

学があり、  ブラジルでは13校、南アフリカでは5校、中国では83校以上、すなわち、中

国は世界で2番目に大きな研究システムをもっている国である。
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　表4が示していることは、現在の時点でグローバル・サイエンスという観点からみた

場合もロモノーソフ記念モスクワ国立大学は、英語圏やドイツのトップ大学の仲間には

入れないということであり、さらに中国の北京にある二つの大学やブラジルの巨大なサ

ンパウロ大学にも後れを取っているということである。サンパウロ大学は高引用率論文

の割合ではモスクワ大学より低いけれど（4.6％対4.8％）、引用率の平均では優れている。

組織全体でいえば、サンパウロ大学はより多くの論文を産出し、より引用率の高い論文

を数多く産出しているのである。モスクワ大学と同様、サンパウロ大学はグローバルな

研究状況において活躍する一国のリーダーとしては弱点をもっている。しかし、これら

のデータから、サンパウロ大学の研究者たちがより多言語性において活性がある、すな

わち、彼らはモスクワ大学の研究者たちと比べて英語で4倍以上多い論文を公刊している

表４：科学論文数、高引用率論文数－８か国の大学、2009-2012研究成果－

出典：ライデン大学、2014



197

ということが明らかである。同様に、南アフリカのケープタウン大学も引用の質という

点でモスクワ大学よりずっとすぐれているといえる（Leiden University,2014）。

　ライデン大学は広領域学問分野にもとづいた上記データの分析を提供しているので、

それによって、大学の得意な研究分野を明らかにすることができる。モスクワ大学には

得意分野が存在しない。他の分野に比べて地球・環境科学においては高引用率が高い（平

均引用率は0.77で高引用率論文は7.9％）。認知科学・社会科学では英語で書かれた高引用

率論文は存在しない。数学と技術におけるロシアの歴史的強みにもかかわらず4年間で

高引用率論文はたった15点であり、論文全体の4.7％であった。平均引用率は0.63である

（Leiden University,2014）。

　これらのデータが強調していることは、この国のトップの研究大学でさえヨーロッパ

や英語圏、東アジアの先進的大学の研究能力と成果に追いつくためにはさらに前進しな

ければならないということである。このことは驚くほどのことではないかもしれない。

異例と言えるほど持続的に上積みしつづけた投資額を基盤にして強力な研究体制を築い

てきた中国が15年もかかったのである。しかも、中国は論文数以外ではトップ100大学を

1校ももっていないのだ。異例の投資と集中的な政策動員によっても、国立シンガポール

大学が、引用率や高引用論文数で北欧の先進的大学の標準に追いつくのに25年かかった

のだ。シンガポール大学は現時点で中国本土のどの大学よりも研究面で十分強力な大学

である。

　Scopusのデータ・コレクションScimagoでは、ライデン大学のランキングと異な

り、大学以外の研究機関の成果を調べることができる。ライデン大学のデータよりも

Scimago のデータの方が大きい。というのも個々の研究論文以外に冊子体のものを大量

に持っているからである。さらに、Scimagoのデータ・コレクションはARWUの500機関

やライデン大学の750機関よりずっと多い大学と大学以外の研究機関合わせて2744機関

を論文数で並べてランキングしたデータをもっており、このことによってロシアのその

他の大学や研究機関を検討することができるのである。表5は中国の研究院や大学がロ

シアのアカデミーや大学よりもはるかに優れた成果を上げていることを示している。と

いうのは、非英語圏である中国の科学院は論文数の点で世界第2位の量を誇る研究機関

であり、1.01というすぐれたインパクト・ファクターをもっているからである。精華大

学は0.96である。ロシア科学アカデミーは世界第3位の巨大研究機関であるが、英語論文

でみたそのインパクト・ファクターはたった0.54であり、モスクワ大学の0.63より低い

（Scimago,2014）。
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　Scimagoは分野別標準インパクト指標（NI）を含む研究インパクトも測定している。

これは、研究機関を横断して平均ベースで論文の引用の質的測度として有用な相対測度

を提供している。Scimago における論文点数でのトップ8の大学は、モスクワ大学、サ

ンクトペテルブルク大学、ノボシビルスク大学、ウラル連邦大学、南部連邦大学、カザ

ン連邦大学、モスクワ工科物理大学7、モスクワ物理・技術大学8である。上記のうちモス

クワ大学及びサンクトペテルブルク大学以外の大学はいまのところ1207位から1698位の

間に位置しており、量的観点からは世界トップ100の大学に遠く及ばない。この表からは

世界トップ100の大学を5校もつことはいまのところ遠い道のりだと思われる。高いイン

パクト・ファクターを示すロシアの研究機関のリストは、モスクワ工科物理大学が両方

のリストに顔を出していることを除いて異なる様相を示している。総合的な大学は高い

インパクト・ファクターを示す研究機関には入ってこない。リストに含まれるものはす

べて工学系のものである。高エネルギー物理大学が、NI指標によって算定されたアカデ

ミック・インパクトによって世界トップ80機関に入っている（Scimago,2014）。インパク

トに基づく12の先進的研究機関のうちの6機関が科学アカデミーの傘下のものであり、こ

のことは全般的なインパクトは低いものの、いくつかのすぐれた研究所をもっているこ

とを示している。

まとめ
　まとめていえば、科学研究能力とその成果を構築することにおいて中国その他の東ア

ジア諸国があげた瞠目すべき成功に結びつくような特性はロシアには全くか殆ど欠如し

ている。第一に、多くの国々のようにロシアは家庭で学ぶことに関する儒教的伝統をもっ

ていない。したがって、学校学習の成績は国際的には平均的である。伝統的にロシア人

表5：国立科学アカデミーと先進的総合大学の科学論文産出数　―2007-2011、中国とロシア―

出典：Scimago,2014
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は自国を数学や物理学に強いとみなしている。PISAの結果ではこのようなことは示され

ていない。とはいえ、Scimagoのデータが示すようにいくつかの優れた研究機関がある

ことも明らかである。物理学関連の研究の質が高いということは国家管理型ソビエト科

学の遺産の一部と理解することができる。

　第二に、ロシアは中国ほどの経済成長の恩恵を受けなかった。中国では経済成長が国

内所得を増加させ、国内所得が研究費に組み込まれたのであった。このようにして国家

はインフラや研究やワールド・クラス大学、成績優秀児のための奨学金の財源を賄うこ

とができたのである。しかし、ロシアは、中国より小規模ではあるが経済成長を経験し

たので、現状よりもっと研究・開発への投資を大きなものにすることもできたのではな

かったかと思う。

　第三に、最も重要なことだが、ロシアは東アジア的な国家形態をもっていない。典型

的な東アジア国家は社会秩序と社会の繁栄に対し全面的に責任を負っている。官僚制の

質が高く、実力主義が一般に受け入れられている。汚職などの腐敗はあるが、おそらく

ソビエトやポストソビエト国家よりもレベルは低い。中国の科学において腐敗より大き

な問題は、(a)政治的ファクターよりもむしろ科学者や知識を発展させる論理に基づいて

なされるべき決定が政府の恣意的な介入を受けることであり、(b)批判的知識人たちに対

する弾圧や圧力の問題である。後者の問題は一党独裁のシンガポールにおいても問題で

あったし、おそらくはいまでもその恐れは残っていると思われる。過度の中央集権主義

や上意下達主義は中華系国家の遺伝的傾向であるが最悪の事態を避けることはできるだ

ろう。中華系国家はまた長期的な視野を持ち、批判的かつ現実主義的な特性をもってい

る。中華系国家は適切な政策設定を行う、その目標と成果の評価は現実的であり、服従

は儀礼的(もしくは偽装的)というよりは実質的である。そして、中華系国家は西欧諸国に

追いつこうとする先天的傾向をもち、すべてのことを本能的に先進国目線で評価するの

だ。かくして、そのような国家は科学における国際化政策を進んで発展させ、そうした

政策の重要性が維持されてきた。

　最後に、これまで論じてきたように、英語圏の国々や東西ヨーロッパ、東アジアおよ

び東南アジア。ブラジル、インドなどの世界の国家的科学システムに比べてロシアの科

学研究は国際的な関与のレベルが低い。ロシアはグローバルな研究システムからやや分

離し、そうしたシステムの中で有効に機能していない。東アジアのようには英語能力が

すみやかに発展せしめられておらず、論文の公刊状況や引用データ、共同研究に関する

データは深刻な問題を示している。

　ロシアは中華系の国々と同じことをすることはできない。中華系の文化を取り込むこ

ともできない。けれども、ロシアは大学と研究においてロシア的な国民国家になる道を

選ぶことはできる。そして、そうしようと思えば研究システムの国際化を実現すること

もできる。とはいえ、大学、研究所、科学アカデミーは、国家による強力な政策誘導が
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なければ、国際化の道をわざわざ取ろうとはしないだろう。ロシアにおける研究システ

ム革新の究極の条件は政府の改革である。科学政策において、ソビエト連邦の解体を受

け継いだポストソビエト国家は、これまで無気力で、ケチで、わるいことに、研究の再

編整理に無関心であった。政府の文化が変わるまで、ロシアは科学の最前列に戻ってく

ることはないであろう。
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注

1　本翻訳は科学研究費時補助金（研究代表：嶺井明子、課題番号：15H05198）による

研究の一環である。

　　翻訳は2016年12月にロンドン大学グローバル高等教育センターのワーキングペイ

パー・シリーズの中で発表されたSimon Marginson の論文の抄訳である。タイトル、

目次、概要を含め本文はA4版21頁のものであるが、本抄訳では目次の他に中国および

中華系諸国ならびに東アジア諸国に関する7頁ほどを除いて翻訳した。ただし、本文中

の図および表はすべて翻訳し、掲載した。キーワードは訳者によるものである。

　（http://www.researchcghe.org/perch/resources/publications/wp9.pdf　2017.02.28.閲覧）

2　ロンドン大学UCL（University College London）教育学部国際高等教育担当教授およ

びグローバル高等教育センター所長。高等教育誌の主席共同編集者。

3　原注１　国家の本源的重要性および国家観で異なる政治文化の多様性に関する同様

の洞察は、Green(2013)の研究やCarnoyその他（2013）の研究によって補強されている。

後者のBRICS諸国に関連した研究である。

4　原注２　日本、韓国インド、ブラジル、トルコ、スイスでは2012年の代わりに2011年
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のデータ。オーストラリア、台湾では2012年の代わりに201年のデータ。スウェーデン、

デンマークでは2000年の代わりに2001年のデータ。

5　原注3　韓国、日本、ブラジル、インド、スイスのデータは2011年のもの。オースト

ラリア、香港、南アフリカ、台湾のデータは2010年のもの。

6　この表現は、スターリンの唱えた「一国社会主義論」のもじりであろう。

7　Московский инженерно-физический институт 

МИФИ。2009年から核物理国家研究大学Национальный исследо

вательский ядерный университетの地位を得る。

8　Московский физико-технический институт　М

ФТИ。2009年にНациональный исследовательский　

университетの地位を得る。


